
1．医学教育と臨床研修

○法に基づく臨床研修（医師法第十六条の二）
　　診療に従事しようとする医師は、二年以上、医学部を置く大学に附属する病院又は厚生労働大臣の指定する病院において、
　臨床研修を受けなければならない。

2．臨床研修の基本理念（医師法第十六条の二第一項に規定する臨床研修に関する省令）

　臨床研修は、医師が、医師としての人格をかん養し、将来専門とする分野にかかわらず、医学及び医療の果たすべき社会的役割
を認識しつつ、一般的な診療において頻繁に関わる負傷又は疾病に適切に対応できるよう、基本的な診療能力を身に付けることの
できるものでなければならない。

3．臨床研修の実施状況

①　臨床研修実施施設（平成22年度）

　　　臨床研修病院（基幹型） 947 病院
　　　　　臨床研修病院（協力型） 1,449 病院
　　　大学附属病院（基幹型） 112 病院
　　　　大学附属病院（協力型） 24 病院  
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臨床研修制度に関する経緯

○昭和23年　インターン制度を開始（国家試験の受験資格を得るために必要な1年の課程）
○昭和43年　臨床研修制度創設（医師免許取得後2年以上の努力義務）

○平成12年　医師法、医療法改正（臨床研修の義務化）
○平成16年　新制度の施行
○平成20年　臨床研修制度のあり方等に関する検討会開催（9月～21年2月）
○平成21年　制度の見直し（22年度の研修開始から適用）

②　研修医の在籍状況

 区　分 大学病院 臨床研修病院
 旧　  制　  度（平成15年度）　 72.5% 27.5%
 新制度１年目（平成16年度）　 55.8% 44.2%
 新制度２年目（平成17年度）　 49.2% 50.8%
 新制度３年目（平成18年度）　 44.7% 55.3%
 新制度４年目（平成19年度）　 45.3% 54.7%
 新制度５年目（平成20年度）　 46.4% 53.6%
 新制度６年目（平成21年度）　 46.8% 53.2%
 新制度７年目（平成22年度）　 47.2% 52.8%

【指摘されていた問題点】

１．研修は努力義務にすぎない ５．指導体制が不充分
２．研修プログラムが不明確 ６．研修成果の評価が不充分
３．専門医志向のストレート研修中心 ７．身分・処遇が不安定　 →　アルバイト
４．施設間格差が著しい ８．研修医が都市部の大病院に集中

医師の資質の向上
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　　〔行政処分〕 
○医業又は業務停止 
○戒告 
（○再免許） 

対象職種：医師、歯科医師、薬剤師、 
　　　　　保健師、助産師、看護師 

※准看護師は都道府県知事に 
　よる再教育研修受講命令 

医業又は業務停止期間 

処分の原因 
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厚生労働大臣 
による再教育 
研修受講命令 

修了について、 
医籍等に登録 

（倫理研修） 

（技術研修） 

再 

教 

育 

研 

修 

修 

了 ※行政処分の内容・原因となる行為により、 
　再教育研修の内容・期間は異なる。 

※再教育研修修了 
　までは、病院等 
　の管理者になる 
　ことができない。 

国民に対し安心・安全な医療、質の高い医療を確保する観点から、処分を受けた者の職
業倫理を高め、医療技術を再確認し、能力と適正に応じた医療の提供を促すため、行政
処分を受けた医師等に対し再教育研修の受講を義務付ける。 

行政処分を受けた医師等に対する再教育研修（医師法等） 

制度見直しの概要 
 
（1）研修プログラムの弾力化  
・  臨床研修の基本理念及び到達目標を前提として、研修プログラムの基準を弾力化。  
・  「必修科目」は内科、救急部門、地域医療。外科、麻酔科、小児科、産婦人科、精神科は「選択必修科目」とし、この中から2
診療科を選択して研修。  

・  研修期間は、内科6月以上、救急部門3月以上、地域医療１月以上。  
・  将来産科、小児科を希望する研修医を対象とした研修プログラムを用意（研修医の募集定員が20人以上の病院）。  
｠  
（2）基幹型臨床研修病院の指定基準の強化  
・  基幹型臨床研修病院について、入院患者数が年間3,000人以上であること、研修医5人に対して指導医が1人以上配置されている
などを指定基準の要件として追加。  
｠  
（3）研修医の募集定員の見直し  
・  研修希望者に見合った募集定員の総枠を設定するとともに、研修医の地域的な適正配置を誘導するため、都道府県別の募集定
員の上限を設定。  

・  各病院の研修医の募集定員は、研修医の過去の受入実績、医師派遣等の実績を勘案して、都道府県別に定める募集定員の上限
と必要な調整を行って設定。  

  
（4）検討規定  
・  臨床研修省令の施行後5年以内に臨床研修省令規定について検討を行い、必要な措置を講ずる。  
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行政処分を受けた医師等に対する再教育研修（医師法等）
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